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第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

  

 
(注) １ 当社は中間連結財務諸表を作成しておりませんので、中間連結会計期間等に係る主要な経営指標等の推移に

ついては記載しておりません。 

２ 持分法を適用した場合の投資利益は、当社は関連会社を有していないため、記載しておりません。 

３ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

４ 潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益については、第35期中間会計期間については、当社株式が非上

場かつ非登録であり、期中平均株価が把握できませんので、記載しておりません。第37期中間会計期間につ

いては、希薄化を有している潜在株式が存在しないため、記載しておりません。 

  

第一部【企業情報】

回次 第35期中 第36期中 第37期中 第35期 第36期

会計期間

自 平成16年 
  ９月１日 
至 平成17年 
  ２月28日

自 平成17年
  ９月１日 
至 平成18年 
  ２月28日

自 平成18年
  ９月１日 
至 平成19年 
  ２月28日

自 平成16年 
  ９月１日 
至 平成17年 
  ８月31日

自 平成17年
  ９月１日 
至 平成18年 
  ８月31日

売上高 (千円) 1,818,952 1,896,676 2,157,091 3,865,002 4,054,069

経常利益 (千円) 260,563 184,032 276,206 541,961 518,754

中間(当期)純利益 (千円) 36,040 93,017 100,415 200,509 260,040

持分法を適用した場合の 
投資利益

(千円) ― ― ― ― ―

資本金 (千円) 249,000 487,555 488,355 485,555 488,355

発行済株式総数 (株) 3,884 18,036 18,068 17,956 18,068

純資産額 (千円) 1,452,843 2,252,519 2,461,220 2,199,088 2,415,624

総資産額 (千円) 4,348,132 5,418,019 4,950,805 4,992,314 5,247,334

１株当たり純資産額 (円) 374,058.49 124,890.21 136,219.87 122,470.96 133,696.27

１株当たり中間 
(当期)純利益

(円) 9,279.27 5,162.26 5,557.66 12,743.13 14,416.13

潜在株式調整後 
１株当たり中間 
(当期)純利益

(円) ― 5,150.20 ― 12,666.09 14,395.81

１株当たり配当額 (円) ― ― ― 2,500 3,000

自己資本比率 (％) 33.4 41.6 49.7 44.0 46.0

営業活動による 
キャッシュ・フロー

(千円) 311,193 39,532 349,570 679,438 422,122

投資活動による 
キャッシュ・フロー

(千円) △315,798 △404,063 △132,117 △561,484 △606,844

財務活動による 
キャッシュ・フロー

(千円) △210,387 359,714 △405,221 183,134 113,354

現金及び現金同等物の 
中間期末(期末)残高

(千円) 412,840 924,104 669,785 928,921 857,553

従業員数
（外、平均臨時雇用者数)

(人)
203
(98)

205
(151)

210
(164)

214
(138)

216
(147)



２【事業の内容】 

当社は、ラスク等の限定商品を通信販売するＰＩＳ事業と、洋菓子、パンの店頭販売及びレストラン

を展開するＭＩＳ事業を行なっておりますが、この事業内容について重要な変更はありません。 

  

  

３【関係会社の状況】 

該当事項はありません。 

  

４【従業員の状況】 

(1) 提出会社の状況 

平成19年２月28日現在 

 
(注) 従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数（パートタイマー、季節工、嘱託契約の従業員を含み、派遣社員を除

いております。）は、当中間会計期間の平均人員を（ 外数 ）で記載しております。 

  

(2) 労働組合の状況 

労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円滑な関係にあり、特記すべき事項はありません。

  

従業員数(人) 210（164）



第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

(1) 業績 

当中間会計期間におけるわが国経済は、生産、所得、支出の好循環のメカニズムが維持され、平成

19年２月には、日銀が追加利上げを実施するに至るなど、依然好調が続いております。一方、当社の

事業が依存する個人消費につきましては、総務省の家計調査によりますと、平成19年１月には、全世

帯消費支出が13カ月ぶりにプラスに転じ、翌２月も連続して前年を上回るなど、漸く明るい兆しがみ

えております。また、当中間会計期間は記録的な暖冬・小雪となり、当社の立地する東北地方では外

出・外食等が例年に比べ活発となるなど消費活動に大きな影響がありました。 

こうした経営環境のもと、当社では、平成18年11月に新製品「ラスクフランス ショコラ」を発売

し、ラスクフランスのラインナップを充実させるなどの商品政策をとって参りました。店舗政策とし

ては、宮城県名取市の「シベールの杜 名取店」の同一敷地内に「そば亭 山彼方」を新設（平成18年

11月）する一方、「しべーる＋カフェ 定禅寺店」を閉鎖（平成18年９月）するなど、スクラップ＆ビ

ルドを進めて参りました。また、平成18年11月に店舗レジシステムを一新し、地区ごとに異なってい

たレシート等の統一を行ない、顧客の利便性アップと事務の合理化にも努めております。 

これらの諸施策の結果、当中間会計期間の当社の売上高は2,157,091千円を計上し、前中間会計期間

に比べ13.7％の増収とすることができました。 

利益面におきましても、営業利益で前中間会計期間に比べ52.7％増の297,131千円、経常利益では

50.1％増の276,206千円とすることができました。当中間会計期間において一部店舗の固定資産に対

し、67,380千円の減損処理を実施したことにより、中間純利益は前中間会計期間に比べ8.0％増の

100,415千円となりました。 

ＰＩＳ事業部門では、平成18年11月に発売した「ラスクフランス ショコラ」が大きく寄与し、当中

間会計期間の売上高は1,144,162千円（前中間会計期間比14.2％増）とすることができました。 

ＭＩＳ事業部門では、新店等の効果が大きく売上高は1,012,929千円（前中間会計期間比13.3％増）

とすることができました。 

  

(2) キャッシュ・フローの状況 

当中間会計期間における現金及び現金同等物(以下「資金」という。)は、前年同期末に比べ254,319

千円減少し、669,785千円となりました。当中間会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれ

らの要因は次の通りであります。 

(営業活動によるキャッシュ・フロー)   

営業活動の結果得られた資金は、349,570千円(前年同期は39,532千円)となりました。これは、主に

税引前中間純利益200,439千円の計上、減価償却費142,758千円の計上、減損損失67,380千円の計上に

対し、法人税等の支払額75,495千円があったことによるものであります。 

(投資活動によるキャッシュ・フロー)   

投資活動の結果使用した資金は、132,117千円(前年同期は404,063千円)となりました。これは、主

に有形固定資産の取得176,363千円によるものであり、具体的には「そば亭 山彼方」出店及び焼菓子

製造設備増強並びに「シベールの杜 南中山店」建設等であります。 

(財務活動によるキャッシュ・フロー) 

財務活動の結果使用した資金は、405,221千円(前年同期は359,714千円の獲得)となりました。これ

は、長期借入による収入1,500,000千円に対し、長期借入金の返済による支出1,851,470千円及び配当



金の支払い53,751千円があったことによるものであります。 



２【生産、受注及び販売の状況】 

(1) 生産実績 

当中間会計期間における生産実績を事業の部門別に示すと、次の通りであります。 

 
(注) １ 金額は製造原価によっております。 

２ 「洋生菓子」と「その他焼菓子等」は管理上区分が困難であるため、一括して記載しております。 

３ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(2) 受注実績 

ＰＩＳ事業におきましては、不特定多数の一般消費者からの受注に対し、受注の翌日に生産し、翌々

日に出荷、すなわち販売が完了する体制となっているため、受注残は極少量であります。また、ＭＩＳ

事業におきましては、店舗の販売予測に基づき見込み生産を行なっておりますので、受注残はありませ

ん。 

  

(3) 販売実績 

当中間会計期間の販売実績を事業の部門別に示すと、次の通りであります。 

 
(注) 上記の金額には消費税等は含まれておりません。 

  

  

  

３【対処すべき課題】 

当中間会計期間において、当社の事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに生じ 

た課題はありません。 

  

  

事業部門別 品目 生産高（千円） 前年同期比（％）

ＰＩＳ事業部門 ラスク 484,947 103.7

ＭＩＳ事業部門

洋生菓子及びその他焼菓子等 357,610 116.1

パン 139,531 103.8

計 497,142 112.4

合    計 982,089 107.9

事業部門別 品目 販売高（千円） 前年同期比（％）

ＰＩＳ事業部門

ラスク 1,007,841 112.0

その他焼菓子等 112,873 110.3

洋生菓子 23,448 －

計 1,144,162 114.2

ＭＩＳ事業部門

洋生菓子 268,755 106.3

ラスク 191,672 134.8

その他焼菓子等 191,286 98.4

パン 188,073 111.9

料飲 173,143 126.4

計 1,012,929 113.3

合    計 2,157,091 113.7



４【経営上の重要な契約等】 

当中間会計期間において、経営上の重要な契約等は行なわれておりません。 

  

  

５【研究開発活動】 

当社は、従来の洋菓子やパンの製造における職人の勘に頼ったアナログ型技術をデジタル化し、集団の

名人化を図ることを通して研究開発を行なっております。 

 社長直轄の部門として平成18年５月に設置した商品計画室は、商品開発のみならず新素材に関する情報

収集、加工技術・保存技術の研究及び衛生管理や安全性の維持向上に取り組んでおり、専任の立場から各

事業部の活動を支援しております。 

 ＰＩＳ事業におきましては、新しいフレーバーのラスクの商品開発やラスクの製造方法の改善に取り組

みました。 

 ＭＩＳ事業におきましては、季節感豊かな新商品の開発と品質の維持の研究を中心に取り組みました。

  当中間会計期間における研究開発費の総額は、10,876千円であります。 

  



第３【設備の状況】 

１【主要な設備の状況】 

当中間会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

  

２【設備の新設、除却等の計画】 

(1) 重要な設備計画の変更 

該当事項はありません。 

(2) 重要な設備計画の完了 

前事業年度末に計画していた重要な設備の新設、拡充について、当中間会計期間に完了したものは、
次の通りであります。 

 
(注) 上記の金額には消費税等は含まれておりません。 

  

(3) 重要な設備の新設等 

当中間会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設等は、次の通りであります。 

 
  

(4) 重要な設備の除却等 

当中間会計期間において、新たに確定した重要な設備の売却の計画は次の通りであります。 

 
  

 

事業所名 
(所在地)

事業部門 設備の内容 投資額（千円) 完了年月 完成後の増加能力

そば亭 山彼方 
(宮城県名取市)

ＭＩＳ事業部 店舗設備等 105,607 平成18年11月 年商60百万円

事業所名 
(所在地)

事業部門 設備の内容

投資予定額
資金調達
方法

着手年月 完了予定
完成後の
増加能力総額

(千円)
既支払額
(千円)

麦工房 
(山形県山形市)

ＰＩＳ事業部 生産設備等 180,000 － 自己資金
平成19年
４月

平成19年 
10月

生産能力
35％増

 

事業所名 

（所在地）
事業部門 設備の内容 帳簿価格（千円）

シベールの杜 長命ヶ丘店 

(仙台市泉区)
ＭＩＳ事業部 土地、建物 39,156



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1)【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

  

 
  

②【発行済株式】 

  

 
  

(2)【新株予約権等の状況】 

平成13年改正旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づき発行した新株予約権は、次の通り

であります。 

（平成17年11月23日 定時株主総会決議） 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 60,000

計 60,000

種類
中間会計期間末 
現在発行数(株) 

(平成19年２月28日)

提出日現在
発行数(株) 

(平成19年５月24日)

上場証券取引所名又
は登録証券業協会名

内容

普通株式 18,068 18,068
ジャスダック
証券取引所

－

計 18,068 18,068 － －

中間会計期間末現在 

（平成19年２月28日）

提出日の前月末現在 

（平成19年４月30日）

新株予約権の数（個） 195 同左

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） － －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数（株） 195 同左

新株予約権の行使時の払込金額（円） 308,700 同左

新株予約権の行使期間
自 平成19年12月１日 

至 平成23年11月30日
同左

新株予約権の行使期間新株予約権の行使により株式を 

発行する場合の株式の発行価格及び資本組入額（円）

発行価格   154,350 

資本組入額  154,350
同左

新株予約権の行使の条件

①新株予約権の割当てを受

けた者は、権利行使時に

おいても、当社又は当社

の子会社等の取締役もし

くは従業員の地位である

ことを要す。

②新株予約権者が死亡した

場合は、相続を認めない

ものとする。

③当社と新株予約権者との

間で締結する新株予約権

割当契約に違反していな

いこと。

同左

新株予約権の譲渡に関する事項
新株予約権を譲渡するには

同左



 
  

新株予約権発行後、当社が株式分割又は株式併合を行なう場合は、次の算式により払込金額を調整し、調整によ

り生ずる１円未満の端数は切り上げる。 

  

 
  

また、新株予約権発行後、当社が時価を下回る価額で新株を発行（時価発行として行なう公募増資、旧商法に基

づく新株引受権の行使又は新株予約権及び新株予約権証券の行使の場合を除く）する場合は、次の算式により払込

金額を調整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げる。 

  

 
  

(3) 【ライツプランの内容】 

    該当事項はありません。 

  

(4)【発行済株式総数、資本金等の状況】 

  

 
  

(5)【大株主の状況】 

平成19年２月28日現在 

取締役会の承認を要する。

代用払込みに関する事項 － －

組織再編行為に伴なう新株予約権の交付に関する事項 － －

調整後払込金額＝調整前払込金額×
１

分割・併合の比率

既発行

株式数
＋

新規発行株式数×１株当たり払込金額

調整後 

払込金額
＝

調整前 

払込金額
×

新株発行前の時価

既発行株式数＋新規発行株式数

年月日
発行済株式総数
増減数（株）

発行済株式総数
残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金 
増減額（千円）

資本準備金
残高（千円）

平成18年９月１日
～平成19年２月28日 － 18,068 － 488,355 － 554,141

氏名又は名称 住所
所有株式数 
（株）

発行済株式 
総数に対する 
所有株式数 
の割合（％）

熊谷 眞一 山形県山形市 6,348 35.13

有限会社ムゲン 山形県山形市城南町1-10-35 3,300 18.26

東京中小企業投資育成株式会社 東京都渋谷区渋谷3-29-22 900 4.98

シベール社員持株会 山形県山形市蔵王松ケ丘2-1-3 226 1.25

渡辺 誠二 宮城県宮城郡利府町 220 1.22

熊谷 トシ子 山形県山形市 208 1.15

黒田 辰男 山形県山形市 200 1.11

ゴールドマン・サックス・インタ
ーナショナル(常任代理人ゴール
ドマン・サックス証券会社東京支
店)

133 FLEET STREET LONDON EC4A 2BB,U.K
(東京都港区六本木6-10-1)

165 0.91

株式会社殖産銀行 山形県山形市桜町7-35 150 0.83

株式会社三井住友銀行 東京都千代田区有楽町1-1-2 140 0.77

日本生命保険相互会社 東京都千代田区丸の内1-6-6 140 0.77



 
（注）株式会社殖産銀行は、合併により平成19年５月７日に株式会社きらやか銀行に商号変更しております。 

計 － 11,997 66.40



(6)【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

平成19年２月28日現在 

 
  

②【自己株式等】 

平成19年２月28日現在 

 
  

２【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

  

 
(注) 最高・最低株価は、ジャスダック証券取引所におけるものであります。 

  

３【役員の状況】 

前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありませ

ん。 

  

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 － － ―

議決権制限株式(自己株式等) － － ―

議決権制限株式(その他) － － ―

完全議決権株式(自己株式等) － － ―

完全議決権株式(その他) 普通株式   18,068 18,068
権利内容に何ら限定のない当社にお
ける標準となる株式

単元未満株式 － － ―

発行済株式総数 18,068 － ―

総株主の議決権 － 18,068 ―

所有者の氏名 
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数 

(株)

他人名義
所有株式数 

(株)

所有株式数 
の合計 
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数 
の割合(％)

― ― ― ― ― ―

計 ― ― ― ― ―

月別 平成18年９月 10月 11月 12月 平成19年１月 ２月

最高(円) 283,000 260,000 280,000 293,000 299,000 298,000

最低(円) 252,000 245,000 248,000 276,000 287,000 274,000



第５【経理の状況】 

１ 中間財務諸表の作成方法について 

当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵

省令第38号。以下「中間財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

なお、前中間会計期間（平成17年９月１日から平成18年２月28日まで）は改正前の中間財務諸表等規

則に基づき、当中間会計期間（平成18年９月１日から平成19年２月28日まで）は改正後の中間財務諸表

等規則に基づいて作成しております。 

  

２ 監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間会計期間（平成17年９月１日から平成18年

２月28日まで）の中間財務諸表については、中央青山監査法人より中間監査を受け、当中間会計期間

（平成18年９月１日から平成19年２月28日まで）の中間財務諸表については、みすず監査法人により中

間監査を受けております。 

 なお、中央青山監査法人は、平成18年９月１日に名称を変更し、みすず監査法人となりました。 

  

３ 中間連結財務諸表について 

中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則（平成11年大蔵省令第24号）第５条第２項

により、子会社の資産、売上高等から見て、当企業集団の財政状態及び経営成績に関する合理的な判断

を誤らせない程度に重要性が乏しいものとして、中間連結財務諸表は作成しておりません。 

なお、資産基準、売上高基準、利益基準及び利益剰余金基準による割合は次の通りであります。 

 
※会社間項目消去前の数値により算出しております。 

  

資産基準 0.4 ％

売上高基準 0.3 ％

利益基準 △0.9 ％

利益剰余金基準 △0.3 ％



【中間財務諸表等】 

(1)【中間財務諸表】 

①【中間貸借対照表】 

  

 
  

前中間会計期間末

（平成18年２月28日）

当中間会計期間末

（平成19年２月28日）

前事業年度の 
要約貸借対照表 

（平成18年８月31日）

区分
注記 
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

(資産の部)

Ⅰ 流動資産

 １．現金及び預金 1,004,104 699,785 937,553

 ２．売掛金 83,118 74,856 111,624

 ３．たな卸資産 76,260 85,107 79,126

 ４．繰延税金資産 25,434 35,549 29,776

 ５．その他 ※３ 64,982 55,787 71,129

   貸倒引当金 △3,257 △2,477 △4,777

   流動資産合計 1,250,641 23.1 948,609 19.2 1,224,432 23.3

Ⅱ 固定資産

 １．有形固定資産
※１
※２

  (1) 建物 1,636,404 1,644,539 1,663,090

  (2) 機械及び装置 360,715 303,392 336,562

  (3) 土地 1,297,727 1,198,227 1,198,227

  (4) その他 404,839 429,824 423,200

   有形固定資産合計 3,699,687 68.3 3,575,983 72.2 3,621,080 69.0

 ２．無形固定資産 24,804 0.4 23,412 0.5 22,072 0.4

 ３．投資その他の資産

  (1) 投資有価証券 63,568 54,100 54,831

  (2) 敷金保証金 87,544 95,772 94,433

  (3) 繰延税金資産 108,250 128,823 108,321

  (4) その他 184,017 124,465 122,621

   貸倒引当金 △494 △362 △460

  投資その他の資産合計 442,886 8.2 402,799 8.1 379,748 7.3

  固定資産合計 4,167,378 76.9 4,002,195 80.8 4,022,901 76.7

  資産合計 5,418,019 100.0 4,950,805 100.0 5,247,334 100.0



 
  

前中間会計期間末

（平成18年２月28日）

当中間会計期間末

（平成19年２月28日）

前事業年度の 
要約貸借対照表 

（平成18年８月31日）

区分
注記 
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

(負債の部)

Ⅰ 流動負債

 １．買掛金 72,119 78,342 110,954

 ２．1年以内返済予定 
   長期借入金

※２ 495,684 312,836 495,684

 ３．未払金 299,734 155,499 180,043

 ４．未払法人税等 82,828 131,214 80,528

 ５．賞与引当金 42,000 42,000 42,000

 ６．その他 ※３ 5,715 34,997 11,713

   流動負債合計 998,081 18.4 754,890 15.3 920,923 17.6

Ⅱ 固定負債

 １．長期借入金 ※２ 2,020,595 1,604,131 1,772,753

 ２．役員退職慰労引当金 99,578 99,578 99,578

 ３．その他 47,244 30,985 38,455

   固定負債合計 2,167,417 40.0 1,734,694 35.0 1,910,787 36.4

   負債合計 3,165,499 58.4 2,489,584 50.3 2,831,710 54.0

(資本の部)

Ⅰ 資本金 487,555 9.0 ─ ─ ─ ─

Ⅱ 資本剰余金

 １．資本準備金 553,325 ─ ─

   資本剰余金合計 553,325 10.2 ─ ─ ─ ─

Ⅲ 利益剰余金

 １．利益準備金 7,830 ─ ─

 ２．任意積立金 1,077,890 ─ ─

 ３．中間(当期)未処分 
   利益

125,625 ─ ─

   利益剰余金合計 1,211,345 22.4 ─ ─ ─ ─

Ⅳ その他有価証券評価 
  差額金

293 0.0 ─ ─ ─ ─

   資本合計 2,252,519 41.6 ─ ─ ─ ─

   負債・資本合計 5,418,019 100.0 ─ ─ ─ ─



 
  

前中間会計期間末

（平成18年２月28日）

当中間会計期間末

（平成19年２月28日）

前事業年度の 
要約貸借対照表 

（平成18年８月31日）

区分
注記 
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(純資産の部)

Ⅰ 株主資本

 １．資本金 ― ― 488,355 9.8 488,355 9.3

 ２．資本剰余金

   資本準備金 ― 554,141 554,141

   資本剰余金合計 ― ― 554,141 11.2 554,141 10.5

 ３．利益剰余金

  (1) 利益準備金 ― 7,830 7,830

  (2) その他利益剰余金

    特別償却準備金 ― 2,679 4,416

    別途積立金 ― 1,270,000 1,070,000

    繰越利益剰余金 ― 144,071 296,123

   利益剰余金合計 ― ― 1,424,581 28.8 1,378,369 26.3

   株主資本合計 ― ― 2,467,077 49.8 2,420,865 46.1

Ⅱ 評価・換算差額等

 １．その他有価証券 
   評価差額金

― △5,856 △5,241

   評価・換算差額等 
   合計

― ― △5,856 △0.1 △5,241 △0.1

   純資産合計 ― ― 2,461,220 49.7 2,415,624 46.0

   負債純資産合計 ― ― 4,950,805 100.0 5,247,334 100.0



②【中間損益計算書】 

  

 
  

前中間会計期間

（自 平成17年９月１日
  至 平成18年２月28日）

当中間会計期間

（自 平成18年９月１日
 至 平成19年２月28日）

前事業年度の 
要約損益計算書 

（自 平成17年９月１日 
  至 平成18年８月31日）

区分
注記 
番号

金額（千円）
百分比
（％）

金額（千円）
百分比
（％）

金額（千円）
百分比
（％）

Ⅰ 売上高 1,896,676 100.0 2,157,091 100.0 4,054,069 100.0

Ⅱ 売上原価 952,050 50.2 1,044,292 48.4 1,992,039 49.1

   売上総利益 944,625 49.8 1,112,798 51.6 2,062,029 50.9

Ⅲ 販売費及び一般管理費 750,056 39.5 815,667 37.8 1,514,492 37.4

   営業利益 194,569 10.3 297,131 13.8 547,536 13.5

Ⅳ 営業外収益 ※１ 13,909 0.7 5,481 0.2 17,717 0.4

Ⅴ 営業外費用 ※２ 24,446 1.3 26,406 1.2 46,499 1.1

   経常利益 184,032 9.7 276,206 12.8 518,754 12.8

Ⅵ 特別利益 ※３ 1,740 0.1 2,676 0.1 3,432 0.1

Ⅶ 特別損失
※４ 
※６

5,518 0.3 78,443 3.6 51,416 1.3

   税引前中間(当期) 
   純利益

180,253 9.5 200,439 9.3 470,769 11.6

   法人税、住民税 
   及び事業税

※７ 78,532 125,881 202,679

   法人税等調整額 ※７ 8,703 87,236 4.6 △25,857 100,023 4.6 8,050 210,729 5.2

   中間(当期)純利益 93,017 4.9 100,415 4.7 260,040 6.4

   前期繰越利益 32,608 ─ ─

   中間未処分利益 125,625 ─ ─



③ 【中間株主資本等変動計算書】 

当中間会計期間(自 平成18年９月１日 至 平成19年２月28日) 

 
  

  

  

前事業年度(自 平成17年９月１日 至 平成18年８月31日) 

 
  

  

株主資本
評価・換算 

差額等

純資産合計

資本金

資本剰余金 利益剰余金

株主資本 

合計

その他有価

証券評価差

額金資本準備金 利益準備金

その他利益剰余金

特別償却
準備金

別途積立金
繰越利益
剰余金

平成18年８月31日残高 
(千円)

488,355 554,141 7,830 4,416 1,070,000 296,123 2,420,865 △ 5,241 2,415,624 

中間会計期間中の変動
額

 新株の発行 － － － － － － － － －

 剰余金の配当 － － － － － △54,204 △54,204 － △ 54,204

 特別償却準備金の 
 取崩

－ － － △ 1,737 － 1,737  － － －

 別途積立金の積立 － － － － 200,000  △ 200,000 － － －

 中間純利益 － － － － － 100,415 100,415 － 100,415 

株主資本以外の項目
の中間会計期間中の
変動額(純額)

－ － － － － － － △ 615 △ 615

中間会計期間中の変動
額合計(千円)

－ － － △1,737 200,000 △152,051 46,211 △ 615 45,596 

平成19年２月28日残高 
(千円)

488,355 554,141 7,830 2,679 1,270,000 144,071 2,467,077 △ 5,856 2,461,220 

株主資本
評価・換算 

差額等

純資産合計

資本金

資本剰余金 利益剰余金

株主資本 

合計

その他有価

証券評価差

額金資本準備金 利益準備金

その他利益剰余金

特別償却
準備金

別途積立金
繰越利益
剰余金

平成17年８月31日残高 
(千円)

485,555 551,285 7,830 11,364 910,000 234,024 2,200,059 △ 970 2,199,088 

事業年度中の変動額

 新株の発行 2,800 2,856 － － － － 5,656 － 5,656 

 剰余金の配当 － － － － － △44,890 △44,890 － △ 44,890

 特別償却準備金の 
 取崩

－ － － △ 6,948 － 6,948  － － －

 別途積立金の積立 － － － － 160,000  △ 160,000 － － －

 当期純利益 － － － － － 260,040 260,040 － 260,040 

株主資本以外の項目
の事業年度中の変動
額(純額)

－ － － － － － － △ 4,270 △ 4,270

事業年度中の変動額合
計(千円)

2,800 2,856 － △6,948 160,000 62,098 220,806 △ 4,270 216,535 

平成18年８月31日残高 
(千円)

488,355 554,141 7,830 4,416 1,070,000 296,123 2,420,865 △ 5,241 2,415,624 



④【中間キャッシュ・フロー計算書】 

 
  

前中間会計期間
(自 平成17年９月１日
至 平成18年２月28日)

当中間会計期間
(自 平成18年９月１日
至 平成19年２月28日)

前事業年度の要約キャッ
シュ・フロー計算書

(自 平成17年９月１日
至 平成18年８月31日)

区分
注記 
番号

金額（千円） 金額（千円） 金額（千円）

Ⅰ 営業活動による 
  キャッシュ・フロー

 １．税引前中間(当期)純利益 180,253 200,439 470,769

 ２．減価償却費 123,713 142,758 281,177

 ３．減損損失 － 67,380 24,548

 ４．貸倒引当金の増減額（減少:△） △133 △2,398 1,352

 ５．役員退職慰労引当金の減少額 △937 － △937

 ６．受取利息及び受取配当金 △326 △460 △1,080

 ７．支払利息 17,602 20,254 36,683

 ８. 固定資産売却損 － － 8,837

 ９．固定資産除却損 5,518 11,063 17,135

 10．投資有価証券の評価損 － － 895

 11．売上債権の増減額（増加：△） 937 36,767 △27,567

 12．たな卸資産の増加額 △7,358 △5,981 △10,224

 13．仕入債務の増減額（減少：△） △12,175 △32,612 26,659

 14．未払消費税等の増減額（減少：△) △30,451 28,741 △30,452

 15．その他 △55,046 △16,755 △54,016

    小計 221,597 449,197 743,781
 16．利息及び配当金の受取額 326 460 1,080

 17．利息の支払額 △17,279 △24,591 △35,750

 18．法人税等の支払額 △165,112 △75,495 △286,989

   営業活動による 
   キャッシュ・フロー

39,532 349,570 422,122

Ⅱ 投資活動による 
  キャッシュ・フロー

 １．定期預金への預入による支出 △240,000 △190,000 △480,000

 ２．定期預金の払戻による収入 240,000 240,000 480,000

 ３．有形固定資産の取得による支出 △346,641 △176,363 △702,925

 ４．有形固定資産の売却による収入 － － 92,366

 ５．無形固定資産の取得による支出 △2,480 △4,456 △3,870

 ６．投資有価証券の取得による支出 △23,013 △301 △24,466

 ７．子会社株式の取得による支出 △20,000 － △20,000

 ８．出店申込証拠金の返還による収入 － － 75,000

 ９．その他 △11,929 △995 △22,949

   投資活動による 
   キャッシュ・フロー

△404,063 △132,117 △606,844

Ⅲ 財務活動による 
  キャッシュ・フロー

 １．長期借入れによる収入 624,000 1,500,000 624,000

 ２．長期借入金の返済による支出 △223,786 △1,851,470 △471,628

 ３．株式の発行による収入 4,040 － 5,656

 ４．配当金の支払額 △44,539 △53,751 △44,674

   財務活動による 
   キャッシュ・フロー

359,714 △405,221 113,354

Ⅳ 現金及び現金同等物の減少額 △4,817 △187,768 △71,368

Ⅴ 現金及び現金同等物の期首残高 928,921 857,553 928,921

Ⅵ 現金及び現金同等物の中間期末
   (期末)残高

924,104 669,785 857,553



中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

  

 
  

前中間会計期間 
（自 平成17年９月１日 

  至 平成18年２月28日）

当中間会計期間
（自 平成18年９月１日 

  至 平成19年２月28日）

前事業年度 
（自 平成17年９月１日 

  至 平成18年８月31日）

１ 資産の評価基準及び評価方法

 (1) 有価証券

①子会社株式

移動平均法による原価法

②その他有価証券

時価のあるもの

中間決算日の市場価格等

に基づく時価法

（評価差額は全部資本直

入法により処理し、売却

原価は移動平均法により

算定）

１ 資産の評価基準及び評価方法

 (1) 有価証券

①子会社株式

    同 左

②その他有価証券

時価のあるもの

中間決算日の市場価格等

に基づく時価法

（評価差額は全部純資産

直入法により処理し、売

却原価は移動平均法によ

り算定）

１ 資産の評価基準及び評価方法

 (1) 有価証券

①子会社株式

    同 左

②その他有価証券

時価のあるもの

期末日の市場価格等に基

づく時価法

（評価差額は全部純資産

直入法により処理し、売

却原価は移動平均法によ

り算定）

時価のないもの

投資事業有限責任組合

及びそれに類する組合

への出資（証券取引法

第２条第２項により有

価証券とみなされるも

の）については、組合

契約に規定される決算

報告日に応じて入手可

能な最近の決算書を基

礎とし、持分相当額を

純額で取り込む方法に

よっております。

時価のないもの

  同 左

時価のないもの

  同 左

 (2) たな卸資産

① 製商品・仕掛品

月別総平均法による原価

法

② 原材料・貯蔵品（包装資

材）

月別総平均法による原価

法

③ 貯蔵品（消耗品）

最終仕入原価法による原

価法

 (2) たな卸資産

同 左

 (2) たな卸資産

同 左

２ 固定資産の減価償却の方法

 (1) 有形固定資産

定率法（ただし、平成10年４

月１日以降に取得した建物

（附属設備を除く）は定額

法）

なお、主な耐用年数は以下の

通りであります。

 建物     10年～38年

 機械及び装置 ９年

２ 固定資産の減価償却の方法

 (1) 有形固定資産

同 左

２ 固定資産の減価償却の方法

 (1) 有形固定資産

同 左



 
  

前中間会計期間 
（自 平成17年９月１日 

  至 平成18年２月28日）

当中間会計期間
（自 平成18年９月１日 

  至 平成19年２月28日）

前事業年度 
（自 平成17年９月１日 

  至 平成18年８月31日）

 (2) 無形固定資産

定額法

なお、自社利用のソフトウ

ェアについては、社内におけ

る利用可能期間（５年）に基

づく定額法を採用しておりま

す。

 (2) 無形固定資産

同 左

 (2) 無形固定資産

同 左

 (3) 長期前払費用 

   定額法

 (3) 長期前払費用

同 左

 (3) 長期前払費用

同 左

３ 引当金の計上基準

 (1) 貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備

えるため、一般債権については

貸倒実績率による計算額を、貸

倒懸念債権等特定の債権につい

ては個別に回収可能性を勘案

し、回収不能見込額を計上して

おります。

３ 引当金の計上基準

 (1) 貸倒引当金

同 左

３ 引当金の計上基準

 (1) 貸倒引当金

同 左

 (2) 賞与引当金

従業員に対する賞与の支給に

備えるため、支給見込額に基づ

く当中間会計期間対応額を計上

しております。

 (2) 賞与引当金

同 左

 (2) 賞与引当金

従業員に対する賞与の支給に

備えるため、支給見込額に基づ

く当事業年度対応額を計上して

おります。

 (3) 役員退職慰労引当金

平成14年12月に役員退職金制

度を廃止し、既引当金残高は各

役員の退職時に当該役員に対す

る引当額を取り崩し支給するこ

ととしております。

 (3) 役員退職慰労引当金

同 左

 (3) 役員退職慰労引当金

同 左

４ リース取引の処理方法

リース物件の所有権が借主に

移転すると認められるもの以外

のファイナンス・リース取引に

ついては、通常の賃貸借取引に

係る方法に準じた会計処理によ

っております。

４ リース取引の処理方法

同 左

４ リース取引の処理方法

同 左



 
  

前中間会計期間 
（自 平成17年９月１日 

  至 平成18年２月28日）

当中間会計期間
（自 平成18年９月１日 

  至 平成19年２月28日）

前事業年度 
（自 平成17年９月１日 

  至 平成18年８月31日）

５ 中間キャッシュ・フロー計算書

における資金の範囲

手許現金、随時引き出し可能

な預金及び容易に換金可能であ

り、かつ、価値の変動について

僅少なリスクしか負わない取得

日から３ヶ月以内に償還期限の

到来する短期投資からなってお

ります。

５ 中間キャッシュ・フロー計算書

における資金の範囲

同 左

５ キャッシュ・フロー計算書にお

ける資金の範囲

同 左

６ その他中間財務諸表作成のため

の基本となる重要な事項

(1) 消費税等の会計処理

   税抜方式によっております。

６ その他中間財務諸表作成のため

の基本となる重要な事項

(1) 消費税等の会計処理

同 左

６ その他財務諸表作成のための基

本となる重要な事項

(1) 消費税等の会計処理

同 左



会計処理の変更 

 
  

  

前中間会計期間 
（自 平成17年９月１日 

  至 平成18年２月28日）

当中間会計期間
（自 平成18年９月１日 

  至 平成19年２月28日）

前事業年度 
（自 平成17年９月１日 

  至 平成18年８月31日）

－ － (貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準) 

 当事業年度から、「貸借対照表の

純資産の部の表示に関する会計基

準」(企業会計基準第５号 平成17

年12月９日)及び「貸借対照表の純

資産の部の表示に関する会計基準等

の適用指針」(企業会計基準適用指

針第８号 平成17年12月９日)を適

用しております。 

 従来の資本の部の合計に相当する

金額は2,415,624千円であります。 

 なお、財務諸表等規則の改正によ

り、当該事業年度における貸借対照

表の純資産の部については、改正後

の財務諸表等規則により作成してお

ります。



注記事項 

(中間貸借対照表関係) 

  

 
  

前中間会計期間末 
（平成18年２月28日）

当中間会計期間末
（平成19年２月28日）

前事業年度末 
（平成18年８月31日）

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額

1,329,946千円

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額

1,571,225千円

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額

1,469,141千円

※２ 担保資産

 担保に供している資産は次の

通りであります。

※２ 担保資産

 担保に供している資産は次の

通りであります。

※２ 担保資産

 担保に供している資産は次の

通りであります。

建 物 776,106千円

機械及び装置 163,403

土 地 419,684

その他 58,426

計 1,417,620

建 物 734,110千円

機械及び装置 141,945

土 地 419,684

その他 56,740

計 1,352,480

建 物 754,269千円

機械及び装置 141,917

土 地 419,684

その他 53,189

計 1,369,061

 

 担保付債務は次の通りであり

ます。

１年以内返済予定 

長期借入金
37,968千円

長期借入金 356,892

計 394,860

 
 

 担保付債務は次の通りであり

ます。

１年以内返済予定 

長期借入金
37,968千円

長期借入金 318,924

計 356,892

 
 

 担保付債務は次の通りであり

ます。

１年以内返済予定 

長期借入金
37,968千円

長期借入金 337,908

計 375,876

 

※３ 消費税等の取り扱い

 仮払消費税等及び仮受消費税

等は相殺のうえ、金額的重要性

が乏しいため、流動資産「その

他」に含めて表示しておりま

す。

※３ 消費税等の取り扱い

 仮払消費税等及び仮受消費税

等は相殺のうえ、金額的重要性

が乏しいため、流動負債「その

他」に含めて表示しておりま

す。

※３      －

４ 平成16年７月に締結いたしま

したコミットメントライン契約

は、コミット期間が終了してお

ります。

４      －      ４ 平成16年７月に締結いたしま

したコミットライン契約は、コ

ミット期間が終了しておりま

す。



(中間損益計算書関係) 

  

 

前中間会計期間 
（自 平成17年９月１日 

  至 平成18年２月28日）

当中間会計期間
（自 平成18年９月１日 

  至 平成19年２月28日）

前事業年度 
（自 平成17年９月１日 

  至 平成18年８月31日）

 

※１ 営業外収益の主要項目

受取配当金 252 千円

受取賃貸料 3,409

雑収入 10,173

 
 

※１ 営業外収益の主要項目

受取配当金 212 千円

受取賃貸料 545

 
 

※１ 営業外収益の主要項目

受取配当金 927 千円

受取賃貸料 4,191

雑収入 5,239

 

 

※２ 営業外費用の主要項目

支払利息 17,602 千円

シンジケート
ローン 
関連費用

3,081

 
 

※２ 営業外費用の主要項目

支払利息 20,254 千円

シンジケート
ローン 
関連費用

4,520

 

※２ 営業外費用の主要項目

支払利息 36,683 千円

シンジケート
ローン 
関連費用

5,602

雑損失 4,213

 

※３ 特別利益の主要項目

保険解約返戻金 312 千円

匿名組合出資 
利益

1,427

 
 

※３ 特別利益の主要項目

保険解約返戻金 310 千円

匿名組合出資
利益

1,934

 
 

※３ 特別利益の主要項目

保険解約返戻金 316 千円

匿名組合出資 
利益

3,115

 

 

※４ 特別損失の主要項目

固定資産除却損 5,518 千円

 
 

※４ 特別損失の主要項目

固定資産除却損 11,063 千円

減損損失 67,380

 
 

※４ 特別損失の主要項目

固定資産除却損 17,135 千円

固定資産売却損 8,837

     減損損失       24,548

 

 

 ５ 減価償却実施額

有形固定資産 117,972 千円

無形固定資産 4,537

 
 

 ５ 減価償却実施額

有形固定資産 137,217 千円

無形固定資産 3,779

 
 

 ５ 減価償却実施額

有形固定資産 269,406 千円

無形固定資産 8,917

 

※６ 減損損失 

      －

※６  減損損失

当社は、以下の資産グループ

について減損損失を計上しまし

た。

場所 用途 種類
減損損失

(千円)

宮城県
仙台市
及び宮
城県黒
川郡富
谷町

店舗 

(２店舗)

建物、機

械及び装

置等

67,380

当社は、キャッシュ・フ

ローを生み出す最小単位と

して店舗及び工場を基本単

位とし、また遊休資産につ

いては物件ごとにグルーピ

ングしております。 

 当該店舗は、収益性の低

下により資産の簿価を全額

回収できないこととなった

ため、資産グループの帳簿

価額を回収可能額まで減額

し、当該減少額を減損損失

67,380千円(建物49,244千

円、機械及び装置等18,136

千円)として特別損失に計上

致しました。 

 

※６  減損損失

当社は、当事業年度において

以下の資産グループについて減

損損失を計上しました。

場所 用途 種類
減損損失

(千円)

宮城県
仙台市

店舗 

(１店舗)

建物、器具

及び備品等
24,548

当社は、キャッシュ・フ

ローを生み出す最小単位と

して店舗及び工場を基本単

位とし、また遊休資産につ

いては物件ごとにグルーピ

ングしております。 

 当該店舗は、平成18年９

月末日をもって閉店するこ

とが決定しており、将来キ

ャッシュ・フローにより資

産の簿価を全額回収できな

いこととなったため、帳簿

価額全額を減損損失24,548

千円(建物16,831千円、器具

及び備品等7,716千円)とし

て特別損失に計上致しまし

た。



 
  

 

 なお、当資産グループ

の回収可能額は、使用価値

により測定しており、将来

キャッシュ・フローを６％

で割り引いて算定しており

ます。

※７ 法人税、住民税及び事業税の

計上

中間会計期間に係る納付税額

及び法人税等調整額は、当事業

年度において予定している利益

処分による特別償却準備金の取

崩しを前提として、当中間会計

期間に係る金額を計算しており

ます。 

 

※７ 法人税、住民税及び事業税の

計上

中間会計期間に係る納付税額

及び法人税等調整額は、当事業

年度において予定している特別

償却準備金の取崩しを前提とし

て、当中間会計期間に係る金額

を計算しております。

※７      －



(中間株主資本等変動計算書関係) 

  

当中間会計期間(自 平成18年９月１日 至 平成19年２月28日) 

１ 発行済株式に関する事項 

   
  
  

２ 配当に関する事項 

 (1) 配当金支払額 

 
  

  

前事業年度(自 平成17年９月１日 至 平成18年８月31日) 

１ 発行済株式に関する事項 

 
      (変動事由の概要) 
         増加数の内訳は、全て新株引受権の権利行使によるものであります。 
  
２ 配当に関する事項 

 (1) 配当金支払額 

 
 

  (2) 基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの 

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当中間会計期間末

普通株式(株) 18,068 － － 18,068

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成18年11月23日 
  定時株主総会

普通株式 54,204 3,000 平成18年８月31日 平成18年11月24日

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末

普通株式(株) 17,956 112 － 18,068

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成17年11月23日 
  定時株主総会

普通株式 44,890 2,500 平成17年８月31日 平成17年11月24日

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日

平成18年11月23日 
  定時株主総会

普通株式 利益剰余金 54,204 3,000 平成18年８月31日 平成18年11月24日



次へ 

(中間キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

 
  

前中間会計期間 
（自 平成17年９月１日 

  至 平成18年２月28日）

当中間会計期間
（自 平成18年９月１日 

  至 平成19年２月28日）

前事業年度 
（自 平成17年９月１日 

  至 平成18年８月31日）

 

 現金及び現金同等物の中間期末残

高と中間貸借対照表に掲記されてい

る科目の金額との関係

 現金及び預金勘定 1,004,104 千円

預入期間が３ヶ月
を超える定期預金

△80,000

現金及び現金同等
物

924,104

 
 

 現金及び現金同等物の中間期末残

高と中間貸借対照表に掲記されてい

る科目の金額との関係

 現金及び預金勘定 699,785 千円

預入期間が３ヶ月
を超える定期預金

△30,000

現金及び現金同等
物

669,785
 

 現金及び現金同等物の期末残高と

貸借対照表に掲記されている科目の

金額との関係

現金及び預金勘定 937,553 千円

預入期間が３ヶ月
を超える定期預金

△80,000

現金及び現金同等
物

857,553



次へ 

(リース取引関係) 

  

 
  

前中間会計期間 
（自 平成17年９月１日 

  至 平成18年２月28日）

当中間会計期間
（自 平成18年９月１日 

  至 平成19年２月28日）

前事業年度 
（自 平成17年９月１日 

  至 平成18年８月31日）

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引

１ リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間

期末残高相当額

１ リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間

期末残高相当額

１ リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び期末

残高相当額

 

取得 
価額 

相当額 
（千円）

減価 
償却 

累計額 
相当額  

（千円）

中間
期末 
残高 

相当額 
（千円）

機械及び装置 66,728 50,046 16,682

(有形固定資産)

その他
22,150 12,401 9,749

(無形固定資産)

ソフトウェア
5,125 4,527 597

合計 94,003 66,974 27,029

 

 

取得
価額 

相当額 
（千円）

減価
償却 
累計額 
相当額 

（千円）

中間
期末 
残高 

相当額 
（千円）

機械及び装置 66,728 59,578 7,149

(有形固定資産)

その他
10,896 4,716 6,179

合計 77,624 64,295 13,328

 

 

取得 
価額 
相当額 

（千円）

減価 
償却 

累計額 
相当額 
（千円）

期末 
残高 
相当額 

（千円）

器具及び備品 22,150 14,561 7,589

機械及び装置 66,728 54,812 11,915

(無形固定資産)

ソフトウェア
5,125 5,039 85

合計 94,003 74,413 19,590

 

２ 未経過リース料中間期末残高相

当額

１年内 15,082千円

１年超 14,583

合計 29,665
 

２ 未経過リース料中間期末残高相

当額

１年内 10,152千円

１年超 4,430

合計 14,583

２ 未経過リース料期末残高相当額

１年内 13,521千円

１年超 8,029

合計 21,550

 

３ 支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額

支払リース料 8,041千円

減価償却費相当額 6,805

支払利息相当額 743
 

３ 支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額

支払リース料 6,881千円

減価償却費相当額 5,800

支払利息相当額 429

３ 支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額

支払リース料 16,767千円

減価償却費相当額 14,244

支払利息相当額 1,353

４ 減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、残

存価額を零とする定額法によっ

ております。

４ 減価償却費相当額の算定方法

同  左

４ 減価償却費相当額の算定方法

同  左

５ 利息相当額の算定方法

利息相当額の各期への配分方法

については、利息法によってお

ります。

５ 利息相当額の算定方法

同  左

５ 利息相当額の算定方法

同  左

（減損損失について）

リース資産に配分された減損損

失は無いため、項目等の記載は

省略しております。

（減損損失について）

     同    左



(有価証券関係) 

 １ 時価のある有価証券 

 

 ２ 時価評価されていない有価証券 

 
  

(デリバティブ取引関係) 

前中間会計期間末(平成18年２月28日) 

当社は、デリバティブ取引を全く行なっておりませんので、該当事項はありません。 

  

当中間会計期間末(平成19年２月28日) 

当社は、デリバティブ取引を全く行なっておりませんので、該当事項はありません。 

  

前事業年度末(平成18年８月31日) 

当社は、デリバティブ取引を全く行なっておりませんので、該当事項はありません。 

  

区分

前中間会計期間末 
（平成18年２月28日）

当中間会計期間末
（平成19年２月28日）

前事業年度末 
（平成18年８月31日）

取得原価 
（千円）

中間貸借対
照表計上額 
（千円）

差額 
（千円）

取得原価
（千円）

中間貸借対
照表計上額 
（千円）

差額
（千円）

取得原価
（千円）

貸借対照表 
計上額 

（千円）

差額 
（千円）

(1) その他
有価証券

① 株 式 43,084 43,975 890 43,943 34,287 △9,656 44,537 35,370 △9,167

② 債 券 － － － － － － － － －

③ その他 9,990 9,593 △397 9,990 10,175 185 9,990 9,682 △307

計 53,074 53,568 493 53,934 44,463 △9,470 54,527 45,052 △9,475

区分

前中間会計期間末 
（平成18年２月28日）

当中間会計期間末
（平成19年２月28日）

前事業年度末 
（平成18年８月31日）

中間貸借対照表計上額（千円） 中間貸借対照表計上額（千円） 貸借対照表計上額（千円）

(1) 子会社株式及び関連会社株式 
①子会社株式 20,000 20,000 20,000

(2) その他有価証券
①投資事業有限責任組合及び
それに類する組合への出資

10,000
 

9,636
 

9,779
 

計 30,000 29,636 29,779



(ストック・オプション等関係) 

当中間会計期間(自 平成18年９月１日 至 平成19年２月28日) 

  当中間会計期間に付与したストック・オプションはありません。 

  

前事業年度（自 平成17年９月１日 至 平成18年８月31日） 

１ ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況 

(1)ストック・オプションの内容 

 
（注）株式数に換算して記載しております。 

  

(2)ストック・オプションの規模及び変動状況 

当事業年度において存在したストック・オプションを対象とし、ストック・オプション

の数については、株式数に換算しております。 

①ストック・オプションの数 

 
②単価情報 

 
  

平成18年ストック・オプション

付与対象者の区分及び数
当社の取締役４名
当社の従業員６名

ストック・オプション数（注） 普通株式 200株

付与日 平成18年4月24日

権利確定条件 権利行使時においても、当社又は当社の子会社等
の取締役若しくは従業員の地位であること。

対象勤務時間 対象勤務期間の定めはありません。

権利行使期間 平成19年12月１日から平成23年11月30日まで

平成18年ストック・オプション

権利確定前             

 前事業年度末（株） －

 付与（株） 200 

 失効（株） －

 権利確定（株） －

 未確定残（株） 200 

平成18年ストック・オプション

権利行使価格 （円） 308,700

行使時平均株価（円） －

付与日における公正な評価単価（円） －



前へ   次へ 

(持分法損益等) 

前中間会計期間(自 平成17年９月１日 至 平成18年２月28日) 

当社は、関連会社を有していないため、該当事項はありません。 

  

当中間会計期間(自 平成18年９月１日 至 平成19年２月28日) 

 当社は、関連会社を有していないため、該当事項はありません。 

  

前事業年度(自 平成17年９月１日 至 平成18年８月31日) 

当社は、関連会社を有していないため、該当事項はありません。 

  

(企業結合等関係) 

当中間会計期間(自 平成18年９月１日 至 平成19年２月28日) 

  該当事項はありません。 



前へ   次へ 

(１株当たり情報) 

  

   
(注) 算定上の基礎 

  

１ １株当たり純資産額 

 
  

２ １株当たり中間(当期)純利益及び潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益 

 
  

  

前中間会計期間 
（自 平成17年９月１日 

  至 平成18年２月28日）

当中間会計期間
（自 平成18年９月１日 

  至 平成19年２月28日）

前事業年度 
（自 平成17年９月１日 

  至 平成18年８月31日）

１株当たり純資産額 124,890.21円 １株当たり純資産額 136,219.87円 １株当たり純資産額 133,696.27円

１株当たり中間純利益 5,162.26円 １株当たり中間純利益 5,557.66円 １株当たり当期純利益 14,416.13円

潜在株式調整後１株 

当たり中間純利益
5,150.20円

潜在株式調整後１株 

当たり中間純利益
－円

潜在株式調整後１株 

当たり当期純利益
14,395.81円

 

 

 

なお、潜在株式調整後１株当たり中

間純利益については、希薄化を有し

ている潜在株式が存在しないため記

載しておりません。 

 

項目
前中間会計期間末

（平成18年２月28日）
当中間会計期間末

（平成19年２月28日）
前事業年度末 

（平成18年８月31日）

純資産の部の合計額(千円) － 2,461,220 2,415,624

普通株式に係る純資産額(千円) － 2,461,220 2,415,624

差額の主な内訳(千円) － － －

普通株式の発行済株式数(株) － 18,068 18,068

普通株式の自己株式数(株) － － －

１株当たり純資産の算定に用いられた
普通株式の数(株)

－ 18,068 18,068

項目
前中間会計期間

(自 平成17年９月１日
至 平成18年２月28日)

当中間会計期間
(自 平成18年９月１日
至 平成19年２月28日)

前事業年度
(自 平成17年９月１日
至 平成18年８月31日)

１株当たり中間（当期）純利益金額

中間損益計算書（損益計算書）上
の中間(当期)純利益(千円)

93,017 100,415 260,040

普通株主に帰属しない金額(千円) － － －

普通株式に係る中間(当期)純利益
(千円)

93,017 100,415 260,040

普通株式の期中平均株式数(株) 18,018 18,068 18,038

潜在株式調整後１株当たり中間（当
期）純利益金額

中間（当期）純利益調整額 － － －

普通株式増加数（株） 42 － 25

（うち新株引受権（株）） ( 42 ) ( － ) ( 25 )

希薄化を有しないため、潜在株式
調整後１株当たり中間(当期)純利益
の算定に含めなかった潜在株式の概
要

  － 新株予約権１種類(株
式の数195株)。 
 

新株予約権１種類(株
式の数200株)。



(重要な後発事象) 

  

 
  

前中間会計期間
(自 平成17年９月１日
至 平成18年２月28日)

当中間会計期間
(自 平成18年９月１日
至 平成19年２月28日)

前事業年度
(自 平成17年９月１日
至 平成18年８月31日)

平成18年４月24日開催の当社取締

役会において、平成17年11月23日開

催の定時株主総会で承認されました

ストックオプションを目的とした新

株予約権の発行について、具体的な

発行内容を次の通り決議しました。

(1) 新株予約権割当ての対象者

当社の取締役４名及び従業員６

名に割当てるものとする。

(2) 新株予約権の目的たる株式の種

類及び数

当社普通株式200株とする。

なお、当社が株式分割又は株式

併合を行なう場合は、次の算式に

より目的となる株式の数を調整す

るものとする。ただし、かかる調

整は、本新株予約権のうち、当該

時点で行使されていない新株予約

権の目的となる株式の数について

のみ行なわれ、調整の結果生ずる

１株未満の端数については、これ

を切り捨てるものとする。

調整後株式数＝調整前株式数×

分割又は併合の比率

(3) 発行する新株予約権の総数

200個とする。

なお、新株予約権１個当たりの

目的となる株式数は１株とする。

ただし、上記（２）に定める株

式の数の調整を行なった場合は、

同様の調整を行なう。

(4) 新株予約権の発行価額

無償とする。

       －         －



 
  

前中間会計期間
(自 平成17年９月１日
至 平成18年２月28日)

当中間会計期間
(自 平成18年９月１日
至 平成19年２月28日)

前事業年度
(自 平成17年９月１日
至 平成18年８月31日)

 

 

(5) 新株予約権の行使に際して払込

をすべき金額

新株予約権の行使に際して払込

をすべき１株当たりの金額（以下

「払込金額」という）は、１株当

たり308,700円とする。

なお、新株予約権発行後、当社

が株式分割又は株式併合を行なう

場合は、次の算式により払込金額

を調整し、調整により生ずる１円

未満の端数は切り上げる。

調整後払込金額＝調整前払込金額

×１／分割・併合の比率

また、新株予約権発行後、当社

が時価を下回る価額で新株を発行 

(時価発行として行なう公募増

資、旧商法に基づく新株引受権の

行使又は新株予約権及び新株予約

権証券の行使の場合を除く）する

場合は、次の算式により払込金額

を調整し、調整により生ずる１円

未満の端数は切り上げる。

調 整 後 

払込金額
＝

調 整 前 

払込金額
×

既発行 

株式数
＋

新規発行株式数×１株当たり払込金額

新株発行前の時価

既発行株式数＋新規発行株式数

上記の算式において「既発行株

式数」とは、当社の発行済株式総

数から当社の保有する自己株式の

総数を控除した数とし、自己株式

の処分を行なう場合には「新規発

行株式数」を「処分する株式数」

に、「１株当たり払込金額」を

「１株当たり処分金額」に、「新

株発行前の時価」を「処分前の時

価」に、それぞれ読み替えるもの

とする。

 －         －



前へ 

 
  

前中間会計期間
(自 平成17年９月１日
至 平成18年２月28日)

当中間会計期間
(自 平成18年９月１日
至 平成19年２月28日)

前事業年度
(自 平成17年９月１日
至 平成18年８月31日)

(6) 新株予約権の行使期間

平成19年12月１日から平成23年

11月30日までとする。

(7) 新株予約権の行使の条件

① 新株予約権の割当てを受けた

者は、権利行使時において

も、当社又は当社の子会社等

の取締役もしくは従業員の地

位であることを要す。

② 新株予約権者が死亡した場合

は、相続を認めないものとす

る。

③ 当社と新株予約権者との間で

締結する新株予約権割当契約

に違反していないこと。

(8) 新株予約権の消却事由及び条件

① 当社が消滅会社となる合併契

約書が承認されたとき、当社

が完全子会社となる株式交換

契約書承認の議案並びに株式

移転の議案につき株主総会で

承認されたときは、新株予約

権は無償で消却することがで

きる。

② 新株予約権者が権利行使をす

る前に、（７）①に規定する

条件に該当しなくなったため

新株予約権を行使できなかっ

た場合、当該新株予約権につ

いては無償で消却することが

できる。

③ その他の条件は、当社と新株

予約権者との間で締結する新

株予約権割当契約に定めると

ころによる。

(9) 新株予約権の譲渡制限

新株予約権を譲渡するには取締

役会の承認を要する。

        －         －



(2)【その他】 

 該当事項はありません。 

  



第６【提出会社の参考情報】 

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

  

有価証券報告書及びその添付書類 

事業年度（第36期）（自平成17年９月１日 至平成18年８月31日）   平成18年11月24日 

                                 東北財務局長に提出 

  

  



該当事項はありません。 

  

第二部【提出会社の保証会社等の情報】



独 立 監 査 人 の 中 間 監 査 報 告 書 

平成18年５月18日

株 式 会 社 シ ベ ー ル 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会社シベールの

平成17年９月１日から平成18年８月31日までの第36期事業年度の中間会計期間（平成17年９月１日から平成18年２月28日まで）に係

る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この

中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財務諸表には

全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証

を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。

当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠して、株式会

社シベールの平成18年２月28日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期間（平成17年９月１日から平成18年２月28日

まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 柴 田 健 一 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 植 村 義 弘 

      



独 立 監 査 人 の 中 間 監 査 報 告 書 

平成１９年５月２１日

株 式 会 社 シ ベ ー ル 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会社シベールの

平成18年9月1日から平成19年8月31日までの第37期事業年度の中間会計期間（平成18年9月1日から平成19年2月28日まで）に係る中間

財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書、中間株主資本等変動計算書及び中間キャッシュ・フロー計算書について中

間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表

明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財務諸表には

全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証

を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。

当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠して、株式会

社シベールの平成19年2月28日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期間（平成18年9月1日から平成19年2月28日ま

で）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保

管しております。 

み す ず 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 植 村 義 弘 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 有 倉 大 輔 
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